
福岡財務支局管内の最近の経済情勢等
消費税率引上げに伴う駆け込み需要の

反動減と回復の状況について

資 料 1-1

平成26年7月
福岡財務支局



前回（26年４月判断） 今回（26年７月判断）
前回
比較

個人消費
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及びそ
の反動がみられるものの、持ち直している

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
がみられるものの、持ち直している

生産活動 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している

設備投資 25年度は増加見込み 26年度は増加見通し

雇用情勢 持ち直している 持ち直している

住宅建設 このところ前年を下回っている 前年を下回っている

公共事業 前年度を大幅に上回っている 前年度を上回っている

輸 出 前年を上回っている 前年を上回っている

企業収益 25年度は増益見込み 26年度は減益見通し

前回（26年４月判断） 今回（26年７月判断） 前回比較 総括判断の要点

総括判断
消費税率引上げに伴う駆け込
み需要及びその反動がみられる
ものの、持ち直している

消費税率引上げに伴う駆け込
み需要の反動がみられるもの
の、持ち直している

個人消費は一部に駆け込み需要の反
動がみられるものの底堅く、生産は緩
やかに持ち直しており、雇用は持ち直
している

Ⅰ．最近の福岡財務支局管内の経済情勢

〔先行き〕
各種政策の効果が発現するなかで、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が薄れ、景気回復に向かうことが期待される。ただし、

海外景気の下振れが景気を下押しするリスクとなっており、原材料価格の動向などと併せて注視する必要がある。
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4月末まで
18％（12社）

9月末まで
8％（5社）

8月末まで
6％（4社）

7月末まで
24％（16社） 6月末まで

20％（13社）

5月末まで
12％（8社）

10月以降
12％（8社）

想定よりも回復は

遅れそう

18％（12社）

想定よりも回復は

早まった・早まりそう

22％（15社）

想定どおり
60％（41社）

想定を下回る

16％（19社）

想定どおり

64％（75社）

想定を超える

20％（23社）

1.駆け込み需要の反動の想定との比較 2.反動からの回復時期

3.反動からの回復時期の想定との比較

（１） 消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動と回復の状況について

（福岡財務支局管内企業に対するヒアリング結果の集計）

約８割の企業が、反動は「想定どおり」あるいは 「想定
を下回る」と回答している。 ７月末までに回復、と回答した企業は７割を超える。

約８割の企業が「想定どおり」あるいは「想定よりも回復
は早まった・早まりそう」と回答している。

※回答時期は６～７月時点
※売上高もしくは生産高により判断
※有効回答企業数：117社

※回答は６～７月時点
※回復とは、売上高もしくは生産高が
前年並もしくは平年並の水準に戻る
こと
※有効回答企業数：66社

管内企業に対するヒアリング結果を取りまとめたところ、駆け

込み需要の反動については、約８割の企業が「想定 どおり」

あるいは「想定を下回る」と回答。また、反動からの回復時期に

ついては、７割を超える企業が７月末までとしており、回復時期

の想定との比較については、約８割の 企業が「想定どおり」あ

るいは「想定よりも回復は早まった・早まりそう」と回答。

このことから、管内においては、駆け込み需要の反動の規模

は小さく、反動からの回復も早いとみている企業が 多い。

※回答は６～７月時点
※回復とは、売上高もしくは生産高が
前年並もしくは平年並の水準に戻る
こと
※有効回答企業数：68社 2
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① 個人消費 ～消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられるものの、持ち直している～

〔コンビニエンスストア販売額（前年比）〕

〔大型小売店販売額（前年比）〕

【出所】経済産業省、九州経済産業局、日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会

〔乗用車新車登録・届出台数（前年比） 〕

（％）

（％）

（％）

（２） 消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動と回復の状況について

（管内経済の動向）

管内経済の動向をみると、個人消費では、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられるものの、概ね７月末までの回復が見込まれ

ている。生産は、緩やかに持ち直しており、自動車では海外向けを増産させているほか、鉄鋼では海外向け軌条（レール）を増産させる動きもみ

られる。設備投資では、管内企業の平成26年度設備投資計画は前年度比で15.1％の増加見通しであり、生産能力拡大投資などについて前向
きな声が聞かれる。

○ 百貨店では、４月の売上高は前年比１割程度減少したが、５月以降は
減少幅が縮小しており、７月末までの回復を見込む声が多い。
○ スーパーでは、主力の飲食料品の売上について、５月以降は前年比プ
ラスに転じている。
○ 新車販売では、普通車は前年を下回ったものの、小型車や軽自動車
が前年を上回り、５月以降は前年比プラスに転じている。
○ 家電販売は、５月以降に減少幅が縮小しており、夏季賞与への期待から
回復は７月末を見込むとの声。

全体的な売上は回復傾向にあるが、駆け込み需要が大きかった宝飾品等の高額品では回復
ペースは緩やか。７月にはボーナス商戦を契機として前年並みの売上を見込む。

【百貨店・中堅企業】

駆け込み需要からの回復時期は６月以降を見込んでいたが、５月末までに回復した。
【スーパー・大企業】

タバコで駆け込み需要の反動があったが、６月末までに収束した。他の商品にはほとんど影響
がなかった。 【コンビニエンスストア・大企業】

化粧品等については駆け込み需要の反動が残っているが、全体の売上は５月末に前年を上
回った。 【ドラッグストア・大企業】

登録台数は、駆け込み需要の反動で５月まで前年を下回ったものの、イベント開催の効果など
により６月には前年を上回ったため、反動からは回復したと判断している。

【自動車販売店・中堅企業】

駆け込み需要の反動は時間の経過とともに小さくなっている。ボーナス商戦を活用することで、
７月には前年並みの売上を見込む。 【家電量販店・大企業】

（注）普通乗用車＋小型乗用車＋軽四輪乗用車の合計。

（注）全店舗ベース。

（注1）全店舗ベース。
（注2）24年12月までは九州に沖縄を含む。
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② 生産活動 ～緩やかに持ち直している～

〔鉱工業生産指数（季節調整値）〕

【出所】経済産業省、九州経済産業局

③ 設備投資 ～26年度は増加見通し～

〔設備投資計画（前年（同期）比）〕

【出所】財務省、福岡財務支局

（22年=100）

（％）

生産は全体的には緩やかに持ち直している。輸送用機械の自動車は、
国内向けは駆け込み需要の反動から減少しているものの、海外向けを増
産していることから高水準の生産となっている。鉄鋼では、インド向けの軌
条（レール）を増産しているとの声が聞かれる。

国内の自動車向け鋼板やインド向けの軌条（レール）を中心に引き続き高水準の
生産となっている。 【鉄鋼・大企業】

車載向けや中国・韓国製のスマートフォン向けなどの電子部品が好調となってい
る。 【情報通信機械・中堅企業】

国内向けは消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動から減少しているものの、
海外向けを増産していることなどから、高水準の生産となっている。

【自動車メーカー・中小企業】

新型ＬＮＧ船や大型客船の建造の本格化などから生産高は増加している。
【造船・大企業】

法人企業景気予測調査によれば、管内企業の平成26年度設備投資計
画は前年度比で15.1％の増加見通しとなっており、企業からは電子部品の
生産ライン増設、新規出店など、生産（販売）能力の拡大に向けた前向き
な声も聞かれる。

スマートフォン、タブレット向け及び自動車向けの電子部品が好調であり、生産設備の
増強にも踏み切った。 【非鉄金属・大企業】

老朽化した衛生陶器製造工場の建替えや生産設備入替等により、省力合理化、生産
能力拡大を図る。 【窯業・土石・大企業】

駅ビルやホテル、賃貸マンションの建設、車輌の更新等により、過去最高の設備投資
額を計画している。 【運輸・大企業】

防災、事業継続体制の整備のため、通信回線の局舎新設を行うなど、大規模な設備
投資を行う。 【情報通信・大企業】

高密度店舗網の構築を図るため、今年度においても、年間70店舗超の新規出店を予
定している。 【ドラッグストア・大企業】
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④ 雇用情勢 ～持ち直している～

〔有効求人倍率（季節調整値）〕 〔完全失業率（原数値、前年同期差）〕

【出所】厚生労働省 【出所】総務省

（％ポイント）（倍）

（注）23年1-3月期から7-9月期の全国は、補完推計値を用いた参考値。

〔 現金給与総額 ・定期給与（前年同月比） 〕

（注）各都道府県「毎月勤労統計（地方調査）」

財務局所在都道府県の名目賃金指数から算出。

（％）

○ 有効求人倍率は、着実に上昇しており、平成26年５月（0.92 倍）は、

平成４年３月以来の高水準となっている。完全失業率は低下傾向と
なっている。

○ 定期給与が増加傾向にあることに加え、夏季賞与についても増加さ
せた企業が多く、今後の個人消費への押し上げ効果が期待される。

半導体電子部品の受注増加に対応するため、４月から派遣社員を雇用しているも
のの、予定していた人員が集まらず、人手不足となっている。

【非鉄金属・大企業】

売上増加に伴い、パート・アルバイトを募集しているが、飲食業は人が集まりにくく、
人手不足となっているため、外国人労働者の確保で対応している。

【飲食サービス・中小企業】

消費税率引上げに伴う駆け込み需要対応で雇用した人員が剥げ落ちることが懸念
されていたが、新規求人数や有効求人倍率の動向から判断すれば、反動の影響は
ほとんどない。 【労働局】

夏季賞与は、正社員、パート・アルバイトともに、業績向上により前年比約20％増加
した。 【ドラッグストア・大企業】

（％）
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住宅建設では、反動もあり着工戸数は減少しているが、貸家需要は
底堅い。持家でも需要は根強く、政策効果や金利などの先高観もあっ
て、反動減は徐々に緩和されていく見通し。

貸家は底堅く推移しているが、持家や分譲マンションで駆け込み需要の反動も
あって着工戸数が減少している。持家では、住宅展示場の客足が極端に減少して
いることもなく、需要は根強いことから、政策効果や金利などの先高観もあって、反
動減は徐々に緩和されていくことが見込まれている。また、大型分譲マンション建
設の話も少しずつ出てきている。 【住宅新聞】

戸建て注文住宅において、反動の影響は想定を上回るものとなっている。現在の
受注状況は、一昨年の同時期よりも下回っている。住宅展示場の来場者は徐々に
増えてきているが、受注の回復時期は現時点で不明である。

【建設・大企業】

25年９月までの分譲マンションの成約戸数は前年より増加した。それ以降、足下ま
でも客足は落ちておらず、販売計画どおり契約できていることから、反動は感じて
いない。 【分譲マンション販売・大企業】

⑤ 住宅建設 ～前年を下回っている～

〔新設住宅着工戸数 （前年比）〕

【出所】国土交通省

⑥ 公共事業 ～前年度を上回っている～

（％）

公共工事は、市町村、県などの前倒し発注もあって増加している。平
成26年度の公共工事等の予算執行について、国が執行率の目標を６
月末までに４割以上、９月末までの上半期で６割以上としたことを受け
て、福岡市及び北九州市などは、上半期の発注目標率を８割以上とし
ている。

公共工事については、道路改良工事、インター改修工事等４～５月でまとまった受
注を確保したことから、例年並みかやや多めの受注となっている。

【建設・中堅企業】

25年度に公共事業の発注が増加したことで、３月の受注が大きく増加、４月は大
型案件を受注しているほか、５～６月については例年並みの受注状況となってい
る。 【はん用機械器具製造業・中堅企業】

〔公共工事前払保証請負金額 （前年比）〕
（％）

【出所】西日本建設業保証株式会社
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7

Ⅱ．全国財務局の経済情勢 【管内経済情勢報告】

前回（26年４月判断） 今回 （26年７月判断）
前回との
基調比較 全局総括判断の要点

全局総括
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるものの、回復の
動きが続いている

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が和
らぎつつあり、回復の動きが続いている

→
駆け込み需要の反動がみられるものの、個人消費はその反動が和らぎつつ
あり、生産は底堅く、雇用情勢は着実に改善している

財務局名 前回（26年４月判断） 今回 （26年７月判断）
前回との
基調比較

各財務局の総括判断の要点

北海道
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるものの、持ち直し
ている

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が弱
まってきており、持ち直している

→
個人消費は駆け込み需要の反動が弱まってきており、緩やかに回復しつつ
ある。設備投資は前年度を上回る計画であるほか、観光は外国人観光客が
引き続き増加し、持ち直し基調が続いている

東 北
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるものの、回復しつ
つある

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が和
らいできており、回復しつつある

→
個人消費は駆け込み需要の反動が和らいできており、回復しつつあることに
加え、生産はおおむね横ばいとなっており、雇用は復興需要などを背景に改
善している

関 東
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるものの、回復の
動きが続いている

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみ
られるものの、回復の動きが続いている

→
消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動がみられるものの、消費行動
は底堅く、雇用も改善している

北 陸
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるものの、緩やか
に回復しつつある

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみ
られるものの、緩やかに回復しつつある

→
個人消費は駆け込み需要の反動がみられるものの底堅く、生産は持ち直し
ており、雇用情勢は改善している

東 海
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるものの、回復して
いる

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみ
られるものの、回復している

→
駆け込み需要の反動が薄れつつあり、消費は底堅く、生産は自動車関連を
中心に緩やかに増加

近 畿
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるものの、引き続き
持ち直している

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみ
られるものの、引き続き持ち直している

→
駆け込み需要の反動がみられるものの、個人消費は減少幅が縮小傾向にあ
るなど底堅く、全体としては持ち直しの基調が続いている

中 国
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるものの、緩やか
に持ち直している

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動の影
響が薄れつつあり、基調としては緩やかに持ち直し
ている

→
個人消費は駆け込み需要の反動の影響が薄れつつあり、緩やかに持ち直し
ていることに加え、生産は持ち直し、雇用情勢も引き続き改善している

四 国
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるものの、緩やか
に持ち直している

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が和
らぎつつあり、緩やかに持ち直している

→
消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が和らぎつつあり、個人消費に
持ち直しの動きがみられており、生産活動も緩やかに持ち直している

九 州
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるものの、持ち直し
の動きが続いている

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動はあ
るものの、その影響は徐々に和らいでおり、基調と
しては引き続き持ち直してきている

→
個人消費を中心に消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動はあるが、影
響は徐々に和らいでおり、総じてみれば上向きの基調は継続。なお、雇用情
勢は更に上向いている

福 岡
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるものの、持ち直し
ている

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみ
られるものの、持ち直している

→
個人消費は一部に駆け込み需要の反動がみられるものの底堅く、生産は緩
やかに持ち直しており、雇用は持ち直している

沖 縄
消費税率引上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるものの、回復して
いる

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみ
られるものの、回復している

→
駆け込み需要の反動がみられるものの、個人消費は引き続き緩やかに回復
しており、外国客の大幅な増加などから観光は好調に推移している

7



近畿局

8

財務局調査による消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動と回復の状況について

【駆け込み需要の反動の想定との比較】

約９割の企業が、反動は「想定どおり」
あるいは「想定を下回る」と回答している。

全
国

18％12％

70％

回答企業数：1291社

想定を超える
想定を下回る

想定どおり

北海道局

回答企業数：122社

66％

19％15％

東北局 17％

68％

15％

回答企業数：193社

関東局
11％

18％

71％
回答企業数：200社

北陸局
10％ 17％

73％
回答企業数：133社

東海局

回答企業数：101社

9％
22％

69％

：想定を超える：想定を下回る ：想定どおり

近畿局

回答企業数：130社

8％ 17％

75％

63％

18％ 19％

回答企業数：89社

四国局 12％ 12％

76％
回答企業数：100社

沖縄事務局

福岡支局

九州局
15％

78％

7％

20％ 16％

64％
回答企業数：117社

4％

56％
40％

回答企業数：25社

回答企業数：81社

※ 回答企業数1291社は、調査対象企業数1378社のうち、駆け込み需要の反動は「不明・わからない」と回答した企業（87社）を除いた数。
※ 回答時期は平成26年6月～7月。
※ 売上高もしくは生産高により判断。
※ 各地域の数字は集計対象企業の規模や数に差があるため、単純に比較することはできない。
※ 円グラフの数値については、小数点以下を四捨五入しているため、合計が100にならないものがある。
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財務局調査による消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動と回復の状況について 【反動からの回復時期】

７月末までに回復、と回答した企業は７割

を超える。全
国

４月末まで

５月末まで

７月末まで

９月末まで
15％

19％
23％

16％

9％

9％

回答企業数：697社

６月末まで

８月末まで

１０月以降

8％

北海道局

回答企業数：62社
16％

26％

13％16％

2％

24％

3％

東北局

回答企業数：101社

11％
12％

23％
26％

12％

9％
8％

関東局

回答企業数：103社

30％

15％
23％

19％

3％
7％ 3％

北陸局

回答企業数：72社

11％13％
6％

13％

13％
19％

26％

東海

回答企業数：51社

22％

10％

27％
16％

12％

6％
8％

：６月末まで：４月末まで ：５月末まで ：７月末まで ：８月末まで ：９月末まで ：１０月以降

近畿局

回答企業数：84社

14％

7％
8％8％

20％

27％14％

中国局

回答企業数：46社

13％

11％
7％ 7％

4％

26％

33％

沖縄事務局

福岡支局

九州局

四国局

回答企業数：36社

回答企業数：66社

回答企業数：19社

17％

17％

28％
8％

8％

8％
14％

18％

12％

20％24％

6％
8％
12％

21％

37％
11％

11％

11％

11％

14％
35％

5％

14％
16％

9％

7％

回答企業数：57社

※ 回答企業数697社は、調査対象企業数1378社のうち、駆け込み需要の反動が「全くなし」（539社）、反動からの回復時期について「不明・わからない」と回答した企業（142社）を除いた数。 ※ 回答時期は平成26年6月～7月。
※ 回復とは、売上高もしくは生産高が前年並みもしくは平年並みの水準に戻ること。 ※ 各地域の数字は集計対象企業の規模や数に差があるため、単純に比較することはできない。
※ 円グラフの数値については、小数点以下を四捨五入しているため、合計が100にならないものがある。
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財務局調査による消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動と回復の状況について【反動からの回復時期の想定との比較】

約９割の企業が「想定どおり」あるいは「想
定よりも回復は早まった・早まりそう」と回答
している。

想定よりも回復は
早まった・早まりそう

想定よりも回
復は遅れそう

想定どおり

68％

13％
19％

回答企業数：682社

全
国

北海道局

回答企業数：64社

69％

16％ 16％

関東局

回答企業数：98社

東北局

回答企業数：101社

30％

5％

65％

22％ 18％

60％

東海局

北陸局

回答企業数：49社

14％
22％

63％

21％

60％

19％

回答企業数：68社

：想定よりも回復は遅れそう：想定よりも回復は早まった・早まりそう ：想定どおり

中国局

近畿局

回答企業数：78社

74％

15％11％

回答企業数：46社

74％

21％
5％

沖縄事務局

福岡支局

九州局

四国局

86％

5％9％

3％

89％

9％

18％ 22％

60％
回答企業数：68社

回答企業数：18社

61％

39％

回答企業数：57社

回答企業数：35社

※ 回答企業数682社は、調査対象企業数1378社のうち、駆け込み需要の反動が「全くなし」（539社）、反動からの回復時期の想定との比較について「不明・わからない」
と回答した企業（157社）を除いた数。

※ 回答時期は平成26年6月～7月。
※ 回復とは、売上高もしくは生産高が前年並みもしくは平年並みに戻ること。
※ 各地域の数字は集計対象企業の規模や数に差があるため、単純に比較することはできない。
※ 円グラフの数値については、小数点以下を四捨五入しているため、合計が100にならないものがある。
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財務局調査による消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動と回復の状況について 【個人消費】

個人消費では、消費税率引上げに伴う駆け込み需要

の反動がみられるが、想定の範囲内であり、その反

動は和らぎつつあり、７月頃までの回復を見込む声

が多い。

※グラフは大型小売販売額前年同月比（出所：経済産業省、各経済産業局）

（注） 関東局は静岡県、近畿局は福井県を含む。東海局は富山県、石川県を含み、静岡県を除く。

：各財務（支）局 ：全国

北海道局
消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
が弱まってきており、緩やかに回復しつつあ
る

百貨店では、高額商品の落ち込みなどから４
月の売上高は前年比14％減少したが、５月は減
少幅は縮小。天候不順の影響により６月は回復
の動きが鈍化したものの、７月までには回復を見
込む声が多い。

スーパーでは、生鮮食料品が好調なほか、反
動減が生じた買い置き商品も回復するなど、５月
は前年比プラスに転じている。

東北局 消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
が和らいできており、回復しつつある

百貨店では、４月の売上高は、高額品に反動
がみられ、前年比で減少したが、５月は減少幅
が縮小しており、ボーナス・中元商戦の本格化
により７月末までの回復を見込む声が多い。

スーパーでは、保存のきく商品に駆け込み需
要の反動がみられたが、回復は想定より早まり、
５月の売上高は前年を上回っている。

関東局 消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
がみられるものの、回復の動きが続いている

百貨店では、５月までの売上高は月を追うごと
に減少幅が縮小したものの、６月以降は天候不
順による足踏みもみられる。

スーパーは、５月の売上高が前年比プラスに
転じ、反動減は収束した。

北陸局
消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
がみられるものの、基調としては、緩やかに
回復しつつある

個人消費は、幅広い商品で駆け込み需要の反
動がみられたものの、いずれの業態においても
回復の動きがみられている。コンビニエンススト
アでは５月以降回復している。また、スーパーで
は単価の高い商品に動きがみられるなど消費者
マインドの改善が続いているほか、家電量販店
ではボーナスで高価格家電を購入する顧客もみ
られるなど、明るい声も聞かれている。

東海局 消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
が薄れつつあり、緩やかに増加している

百貨店では、４月の売上高が前年比１割程度
減少したが、５月以降は、減少幅が縮小し、７月
末までの回復を見込む声が多い。

スーパーでは、日用雑貨等を中心に反動がみ
られたものの、６月末までの回復を見込む声が
多い。
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中国局
消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
の影響が薄れつつあり、緩やかに持ち直し
ている

百貨店では、４月の売上高は前年比１割程度
減少したが、５月には減少幅が縮小するなど、回
復しているとの声もある。

スーパーでは、一部に反動が残る商品もみら
れるものの、消費税率引上げによる影響はほと
んどなくなったとする声が多い。

近畿局 消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
がみられるものの、持ち直している

百貨店では、４月の売上高は前年比１割～２割
程度減少したが、５月以降は減少幅が縮小して
おり、前年並みの水準まで回復したといった声や、
８月末までの回復を見込むとの声もある。

スーパーでは、食料品について、６月以降は前
年並みの水準まで回復しているとの声が多い。

四国局 消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
が和らぎつつあり、持ち直しつつある

百貨店では、高額品を中心に駆け込み需要の
反動がみられるものの、おおむね想定どおり７月
末までには回復するとの見方が多い。

スーパーでは、駆け込み需要の反動の影響は
日用品に残っているものの、概ね回復したとの
声が多い。

沖縄事務局 消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
がみられるものの、緩やかに回復している

百貨店では、４月の売上高は前年比１割弱減
少したが、５月以降はプラスに転じている。７月
は前半に台風の影響がみられたが、イベント効
果等により、前年比増加を見込んでいるとの声
もある。

スーパーでは、飲食料品が堅調であることから、
５月以降は前年比プラスに転じている。また、お
中元商戦は、堅調な伸びとの声もある。

福岡局 消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
がみられるものの、持ち直している

百貨店では、４月の売上高は前年比１割程度
減少したが、５月以降は減少幅が縮小しており、
７月末までの回復を見込む声が多い。

スーパーでは、主力の飲食料品の売上につい
て、５月以降は前年比プラスに転じている。

九州局
消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動はある
ものの、その影響は徐々に和らいでおり、基調として
は持ち直しの動きが続いている

大型小売店販売は消費税率引上げに伴う駆け
込み需要の反動により、４月で前年比減に転じ
たが、５月は減少幅が縮小。百貨店では６～７月
頃、スーパーでは５月頃に反動減から回復して
いる（回復を見込んでいる）との声が多い（但し、
６月及び７月は、天候の影響で夏物衣料が落ち
込んでいるとの声あり）。
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財務局調査による消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動と回復の状況について 【雇用情勢】

雇用情勢は、有効求人倍率（全国）は４月は1.08倍、５月は1.09倍

と高水準で推移し引き続き増加傾向にあり、完全失業率は低下し

ており、着実に改善している。夏季賞与を含む賃金上昇は全国的

にみられており、今後の個人消費への押し上げ効果が期待される。

※グラフは有効求人倍率（出所：厚生労働省） （注）季節調整値（北海道は常用・原数値）

：各財務（支）局 ：全国

北海道局 改善の動きが強まっている

有効求人倍率は引き続き前年を大幅に上回り
改善傾向にある。完全失業率は前年を下回って
推移している。

賃金、給与では、企業のベースアップやパート
タイム労働者の時給金額引上げなどがみられて
おり、賃上げ効果により個人消費回復の動きが
続くことが期待される。

東北局 改善している

有効求人倍率は１倍を超えて上昇しており、完
全失業率は前年を下回っている。

新規求人数は、復旧・復興需要等により建設
業で引き続き高水準となっているほか、製造業
や医療・福祉等で増加し、前年を上回っている。
新規求職者数は、前年を下回っている。

賃上げの実施状況については、前年度と比較
してベースアップを実施した企業が多く、今後の
個人消費への押し上げ効果が期待される。

関東局 緩やかに改善している

完全失業率は前年を下回っており、有効求人
倍率は上昇、新規求人数は増加するなど、人手
不足感が強まっている。

業績改善を反映し、昨夏より賞与を増加させる
企業が過半数を超える。

パートなどの非正規社員は人材の取り合いと
なっており、人材確保の観点から賃金アップや正
社員で採用する動きも出ている。

北陸局 改善している

有効求人倍率は引き続き上昇傾向にあり、高
水準。完全失業率は低下傾向となっている。

現金給与総額は前年を上回って推移し、夏季
一時金も昨夏より増額した企業が多く、今後、家
計部門の消費拡大が期待される。

正社員の有効求人倍率は上昇傾向で近年で
は最高水準。パート・アルバイトなどの非正規社
員から正規社員への登用を行っている企業もみ
られる。

東海局 労働力需給が引き締まっている

５月の有効求人倍率は１.３５倍と引き続き上昇
しており、全国でも高い水準。完全失業率は ２．
７％とリーマンショック後最低水準となっている。

一部に非正規社員から正規社員化への動きが
みられはじめる一方、企業からは人材の確保が
困難との声が多く聞かれ、労働力等の不足によ
る各種供給制約が懸念される。

夏季賞与の動向については、昨夏より支給額
を増加させた企業が多く、今後の個人消費への
押し上げ効果が期待される。 13
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中国局 改善している

有効求人倍率は１.2倍を超え、引き続き増加傾
向にあり、完全失業率も改善している。

夏季賞与の動向については、好調な業績を踏
まえて昨夏より支給額を増加させた企業がみら
れるなど、今後の個人消費への押上げ効果が期
待される。

正社員の採用を抑制し派遣等で対応していた
が、現在は正社員の採用に積極的に取り組んで
いる企業もみられる。

近畿局 緩やかに改善しつつある

有効求人倍率は１倍を超え、引き続き増加傾
向。完全失業率は前年を下回っている。

夏季賞与の動向については、支給額を大幅に
増加させた企業が多く、今後の個人消費への押
し上げ効果が期待される。

四国局 改善しつつある

有効求人倍率は、昨年８月以降、10か月連続
で１倍を超え、引き続き上昇傾向。

現金給与総額、定期給与ともに改善傾向と
なっており、夏季賞与についても、支給額を増加
させた企業が多くみられ、今後の個人消費の押
上げ効果が期待される。

また、一部の企業では、人材確保の観点から、
派遣社員等の正社員化や賃金引上げを実施す
る動きもみられる。

九州局 持ち直している

有効求人倍率は引き続き上昇しており、製造
業では、増産に伴い人手不足を指摘する声等が
聞かれている。賃金についても、昨年度と比べて
多くの企業で、ベースアップの実施や夏季賞与
の増額を行ったとの声が聞かれる。

沖縄事務局 持ち直している

有効求人倍率は横ばいとなっているものの堅
調に推移。完全失業率は改善基調が続いている。

夏季賞与の動向については、昨夏より支給額
を増加させた企業や、ベースアップ実施により実
質増加した企業が多い。

福岡支局 持ち直している

有効求人倍率は、着実に上昇しており、平成
26年５月（0.92倍）は、平成４年３月以来の高水
準となっている。完全失業率は低下傾向となって
いる。

定期給与が増加傾向にあることに加え、夏季
賞与についても増加させた企業が多く、今後の
個人消費への押し上げ効果が期待される。


